[image: image1.emf]○○事業 △△事業 ○○事業 △△事業 ●●事業

就労支援事業収入 ×× ×× ×× ×× ×× ×× ××

引当金戻入 ×× ×× ×× ×× ×× ×× ××

就労支援事業収入計 ×× ×× ×× ×× ×× ×× ××

就労支援事業販売原価

　期首製品たな卸高 ×× ×× ×× ×× ×× ×× ××

　当期就労支援事業製造原価

　及び当期製品仕入高 ×× ×× ×× ×× ×× ×× ××

合　　　計 ×× ×× ×× ×× ×× ×× ××

　期末製品たな卸高 ×× ×× ×× ×× ×× ×× ××

差　　　引 ×× ×× ×× ×× ×× ×× ××

販売費及び一般管理費 ×× ×× ×× ×× ×× ×× ××

徴収不能額 ×× ×× ×× ×× ×× ×× ××

引当金繰入 ×× ×× ×× ×× ×× ×× ××

就労支援事業支出計 ×× ×× ×× ×× ×× ×× ××

×× ×× ×× ×× ×× ×× ××

就労支援事業別事業活動収支内訳表

自　　　年　　　月　　日　　至　　　年　　　月　　日
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　（このテキストは、平成21年12月末時点における就労支援会計処理基準及び厚生労働省資料をもとに作成しています）

[image: image2.emf]
平成22年１月20日

岩手県保健福祉部障がい保健福祉課

１　イントロダクション

工賃については、「生産活動に係る事業の収入から生産活動に係る事業に必要な経費を控除した額に相当する金額を工賃として支払わなければならない」こととされており、就労系事業（就労移行支援、就労継続支援A型及び就労継続支援B型）では、各就労分野別の経理と工賃総額の適切な算定を図る観点から、「就労支援事業会計処理基準」を導入することとされています。この会計基準制定のポイントは、次のとおりです。

※　生活介護事業においても生産活動を行う場合がありますが、就労支援事業会計処理基準の適用に関しては、事業者の任意となっています。

(1)　原価計算の実施と適切な工賃額の算定

[image: image3.emf]就労系事業の支出は、主に①製品を製造する経費（就労支援事業販売原価）、②販売や各種サービスを提供する経費（販売費及び一般管理費）に大別されます。
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　　　①の就労支援事業販売原価では、製造原価を算出します（ケーキの場合では、①の支出額に製造個数を割れば、１個当たりのケーキ原価が算定される）。この製造原価をもとに、②の販売費及び一般管理費額を勘案して、価格を設定することになります。価格を設定したのち、目標工賃額等を踏まえた実際の価格設定を行うことになります。
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　　≪例≫　ケーキを製造し、販売する場合（１年間で250個生産）
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　　　・①就労支援事業販売原価＝期首製品棚卸高＋製造原価（本年度経費（材料費＋労務費＋各種経費））－期末製品棚卸高

　　　　　　製造原価を算定しないと、適切な価格の設定ができない。製造原価に照らした価格の設定を行い、

収支を試算して利用者工賃額を設定（または変更）する。

　　　・②販売費及び一般管理費＝労務費＋各種経費

　　　・製造原価が1個60円（総額15,000円）、販売費及び一般管理費が20,000円の場合における、価格の設定。

　　　　①（250個×＠60円）15,000円＋②20,000円＝35,000円　35,000円÷250個＝140円

∴　1個140円以上の価格設定が必要。これをもとに、実際の価格を設定（例：200円）し、目標工賃を定める（200円とした場合：60円×250個＝15,000円相当を工賃総額に反映できることになる）。

　　　　

　　(2)　各事業分野別の会計処理

　　　　一つの事業所で複数の事業（例：就労移行支援と就労継続支援B型）や様々な就労形態を採用している

場合（例：ケーキ製造分野と、工場からの下請けで工業製品の一部を製造している分野がある場合）には、

一括して収支を計算せず、それぞれにおいて収支を算定し、これを合算して事業所としての資金収支及び

事業活動収支を算定する必要があります（工賃額の算定も分野別に行うこととなります）。（次ページ参照）

　　(3)　積立金について

　　　　将来にわたって安定的に工賃を支給するため又は安定的かつ円滑に就労支援事業を継続するため、理事会の議決を経て、「工賃変動積立金」、「設備等整備積立金」の積み立てが可能です。







２　会計書類の構成及び内容について　（各計算書類例は、多機能型事業所用を掲載しています）
　　　　①　資金収支計算書　　　　　　　　　　　④　資金収支決算内訳表
　　　　②　事業活動収支計算書　　　　　　　　　⑤　事業活動収支内訳表
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑨　就労支援事業別事業活動収支内訳表
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑩　就労支援事業製造原価明細表
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑪　販売費及び一般管理費明細表
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑦　その他積立金明細表
　　　　③　貸借対照表　　　　　　　　　　　⑧　その他積立金預金明細表
　　　　　　　　　　　　　　⑥　貸借対照表内訳表
　④　資金収支決算内訳表：就労支援事業活動による収支、福祉事業活動による収支、施設整備等による収支、財務活動による収支に分かれます。就労支援事業活動による収支が旧来の授産事業活動による収支に相当します。






　⑤　事業活動収支内訳表：就労支援事業活動の部、福祉事業活動の部、特別収支の部、繰越活動収支差額の部に分けられています。就労支援事業活動の部が旧来の授産事業活動の部に相当します。







　⑥　貸借対照表内訳表：通常の事業所の場合には経理区分ごと、多機能型事業所・障害者支援施設においては経理区分及び事業区分ごとの勘定科目ごとに残高を表示します。

　　　　※　後述する工賃変動積立金又は設備整備等積立金を計上する場合には、貸借対照表内訳表と併せて「その他の積立金明細表」及び「その他の積立預金明細表」を作成する必要がありますが、貸借対照表内訳表のその他積立金の内訳科目に計上することで、これらの明細表の作成を省略することができます（次ページのとおり）。



　⑨　就労支援事業別事業活動収支内訳表：事業活動収支内訳表の就労支援事業収入の勘定科目である●●事業収入、就労支援事業支出の●●事業支出等の内訳を事業ごとに示したもの。
　　　就労支援事業の生産活動には、主に、「就労支援事業所等で製造した製品を販売する場合」（例：パンを作って売る）と、「就労支援事業所以外で製造した商品を仕入れ、販売する場合」（例：○○工場のパンの販売業務を請け負う）があります。特に、自ら製品を製造する場合には、適切な原価計算が求められます。
　　ア　就労支援事業所等で製造した製品を販売

　　　　ａ　就労支援事業販売原価＝期首製品たな卸し高＋当期就労支援事業製造原価－期末製品たな卸し高

　　　　ｂ　就労支援事業の利用者は、製造業務と販売業務に別れる。

　　　　　　製造業務の者に支給された工賃（賃金）…就労支援事業製造原価・労務費の内訳科目

　　　　　　販売業務の者に支給された工賃（賃金）…販売費及び一般管理費の内訳科目

　　　　　　また、就労支援事業に従事する職業指導員も、製造業務と販売業務に分けて給与等を区分する。

　　イ　就労支援事業所等以外で製造した製品を販売

ａ　就労支援事業販売原価＝期首製品たな卸し高＋当期商品仕入高－期末製品たな卸し高
　　　　ｂ　販売業務のみの場合には、全て販売費及び一般管理費の内訳科目となる。



　⑩　就労支援事業製造原価明細表：事業活動収支（損益）計算ベースに作成。製造部門と販売部門とは同様の科目でも按分のうえ計上する必要があることに注意。



















⑪　販売費及び一般管理費明細表：事業活動収支（損益）計算ベースに作成。就労支援事業製造原価明細表と同様に、製造部門と販売部門とは同様の科目でも按分のうえ計上する必要があることに注意。









３　共通経費の按分方法について
　　　就労支援事業会計処理基準では、各就労支援事業の収入・支出の按分や、製造原価、販売費及び一般管理費の按分が必要となるケースがあります。各勘定科目における按分方法については次のとおりですが、詳細は各事業所・施設の実態を踏まえて適切な按分方法を検討願います。なお、一度選択した按分方法は、不合理であると認められるようになった場合を除いて継続適用する必要があります。

	勘　定　科　目
	按　分　方　法

	就労支援事業収入
	就労支援事業ごとの収入金額により区分

	当期材料仕入高
	就労支援事業ごとの材料仕入金額により区分

（困難な場合は延利用者数割合）

	外注加工費
	就労支援事業ごとの外注加工金額により区分

	利用者賃金、利用者工賃
	各利用者への賃金（工賃）支払額により区分

	就労支援事業指導員等給与、就労支援事業指導員等退職金、就労支援事業指導員等退職給与引当金繰入
	就労支援事業毎の執務時間割合


	勘　定　科　目
	按　分　方　法

	福利厚生費、旅費交通費、通信運搬費、雑費
	利用者賃金・工賃割合、延利用者割合等により区分

	器具什器費、消耗品費
	各事業の消費金額により区分

	印刷製本費
	各事業の消費金額又は延利用者数割合により区分

	燃料費
	自動車燃料費は使用高割合、灯油代等は使用高割合や使用床面積割合により区分

	修繕費
	修繕内容により区分（又は使用床面積割合等）

	受注活動費
	就労支援事業収入割合により区分

	会議費
	会議内容により区分（又は延利用者数割合等）

	損害保険料
	自動車は使用高割合、火災保険料は使用床面積割合などにより区分

	賃借料
	リース物件の使用高割合

	図書・教育費
	支出内容に応じて区分するか、延利用者数割合

	租税公課
	自動車税は使用高割合、土地建物に係る税は使用床面積割合、消費税は就労支援事業収入割合

	減価償却費、国庫補助金等特別積立金取崩額（控除項目）
	建物等減価償却費等は使用床面積割合

その他資産の減価償却費等は使用高割合


４　各種積立金について
　　　(1)　工賃変動積立金

　　　　　将来の一定の工賃水準を下回った場合の工賃の補填に備え、次に係る各事業年度における積立額及び積立額の上限額の範囲内において計上できます。

　　　　　・各年度における積立額：過去３年間の平均工賃の10％以内

　　　　　・積立額の上限額：過去３年間の平均工賃の50％以内
　　　　　保障する一定の工賃水準とは、過去３年間の最低工賃とし、これを下回った年度については、理事会決議に基づき、工賃変動積立金及び工賃変動積立預金を取り崩して工賃を補填します。

　　　(2)　設備等整備積立金

　　　　　就労支援事業に要する設備等の更新又は新たな業種への展開を行うための設備等の導入のための資金需要に対応するために、次に係る各事業年度における積立額及び積立額の上限額の範囲内において計上できます。

・各年度における積立額：就労支援事業収入の10％以内

　　　　　・積立額の上限額：就労支援事業資産の取得価額の75％以内
　　　（注意）上記(1)及び(2)の積立金の他目的のための流用は認められません。しかし、利用料収入の納付が遅れる（概ね２ヶ月以上の遅延に限る）ことに伴い、運営上やむを得ない場合には、一時的に繰り替え運用することが認められています（ただし利用料収入により補填を速やかに行うことが条件です）。
５　適用時期について
　　(1)　新たに就労支援事業を行う指定事業所等の場合

　　　　　就労移行支援、就労継続支援Ａ型、就労継続支援Ｂ型を行う事業所・障害者支援施設は、就労支援事業会計処理基準を適用します（事業開始時から適用）。なお、就労支援事業会計処理基準を適用しない（又はする必要のない）生活介護、自立訓練等は、社会福祉法人会計基準を適用することとなります。

　　　　　この場合においては、社会福祉法人会計基準を適用する法人本部及び生活介護、自立訓練等は一般会計とし、就労系サービスの収支を特別会計と分けて処理する必要があります。
　　(2)　旧法指定施設が新体系に移行する場合　

　　　　　旧法指定施設であっても、原則として就労支援事業会計処理基準が適用されますが、新体系移行前は授産施設会計基準を活用することでも差し支えないこととなっています。しかし、新体系移行時には就労支援事業会計処理基準を適用する必要があります。
　　　　　なお、年度途中（４月１日を除く）に新体系に移行した場合にあっては、当該年度までは授産施設会計基準により会計処理し、次年度において就労支援事業会計処理基準を適用することでも差し支えありません。
〔就労支援事業会計処理基準に関する主なＦＡＱ〕

　　平成22年度に同一法人内の一部の事業所等が新体系へ移行して就労支援事業を実施する場合には、他の移行しない授産事業も含めて、平成23年度（ただし、移行の時期が４月１日の場合には平成22年度）から、法人全体として「就労支援事業会計処理基準」によって会計処理することが必要です。


　　旧法指定施設については、新体系へ移行した日の属する年度の翌年度（ただし、移行の時期が４月１日の場合には移行した年度）から、「就労支援事業会計処理基準」を適用することとなっていますが、移行しない場合であっても、原則として本基準により会計処理することとされており、これにより難い場合にはこれまで採用していた会計基準によることも可能としています。

　　よって、移行の有無に関わらず、生活介護も通所授産施設も本基準の適用をお願いしているところですが、生活介護については本基準の適用を選択性としていますので、生産活動の規模等から、本基準の適用を御検討願います。

　　


　　生産活動を行う生活介護の会計処理において、「就労支援事業会計処理基準」を適用しない場合には、「社会福祉法人会計基準」により会計処理することとなります（「授産施設会計基準」は新体系移行後は活用しない）。しかしながら、生活介護の生産活動についても、指定基準により「生産活動に係る事業の収入から事業に必要な経費を控除した額を工賃として支払う」こととされていますので、適正な工賃の支払のための自主的な運用として、本基準の製造原価明細票等を活用することは可能と考えています。

　　なお、生産活動を行う生活介護において「就労支援事業会計処理基準」を適用しない場合には、自立支援給付費収入によって賄うべき経費と生産活動の収入によって賄うべき経費を適切に区分して収入と経費を経理したものを作成し、これをもとに工賃を適正に支払う必要があります。



　　就労継続支援と就労移行支援については、「就労支援事業会計処理基準」を適用します。ただし、生活介護については、生産活動を行っている場合には「就労支援事業会計処理基準」を適用することができ、そうでない場合には「社会福祉法人会計基準」によることとなります。その時は、生活介護を一般会計、就労継続支援と就労移行支援を特別会計として、会計単位を分ける必要があります。


　　・③及び④は「就労支援事業会計処理基準」を、①、②及び⑤は「社会福祉法人会計処理基準」が適用されます。この場合の会計単位は、①、②及び⑤が一般会計で、③及び④は特別会計として会計単位を区分することとなります（適用する会計基準が異なる場合には、会計単位を別にする）。

　　・本部経理区分の設定は、法人の実態に基づき任意で決めていただくことになります。会計の規模等によりますが、一般会計で実施する場合が多いと思料されます。


　　・社会福祉法第44条第２項の規定では、社会福祉法人は、毎会計年度終了後２ヶ月以内に事業報告書、財産目録、貸借対照表、及び収支計算書を作成しなければならないこととされており、これを受けて「社会福祉法人会計基準」第６条（計算書類）において、

　　　①　資金収支計算書及びこれに附属する資金収支決算内訳表

　　　②　事業活動収支計算書及びこれに附属する事業活動収支内訳表

　　　③　貸借対照表

　　　④　財産目録

　　　を作成することとされています。「就労支援事業会計処理基準」では、これに加えて、

　　　・就労支援事業製造原価明細表、販売費及び一般管理費明細表（事業活動収支内訳表に附属）

　　　・貸借対照表内訳表（作成は任意。貸借対照表に附属）

　　　　の作成をお願いしています。

　　・貸借対照表内訳表の作成は義務規定ではありませんので、作成しなくとも構いません。ただし、この場合には、その他の積立金（工賃変動積立金、設備等整備積立金）を計上する場合には、「その他の積立金明細表」及び「その他の積立預金明細表」の作成が必要です。


　　生産活動別の作業区分については、各法人の実態に応じて検討いただくこととなります。この場合、零細な生産活動を複数実施している場合には、主として製造を行う生産活動（上記例ではクリーニングと農業）と主として販売を行う生産活動（ダイレクトメール折込）に括って区分を設ける方法が考えられます。

　　各生産活動の按分方法としては、作業時間管理をしていない場合には、各作業の収入割合や従事割合（概ね）などの一定の基準による按分方法によることも可能です。ただし、一度採用した按分方法はみだりに変えることはできません。


　　就労移行支援と就労支援事業Ｂ型について、同一のガラス工芸細工を一定の基準で明確に区分する必要があります。その上で、加工収入及び事業経費を、その区分に基づき配分できるものは配分し、配分できないものは一定の基準を定めて按分することにより処理することとなります。

　　いずれ、就労移行支援と就労継続支援Ｂ型の事業区分ごとに会計処理を明確にしていただくことが必要です。


　　職員人件費（及びこれに関連する福利厚生費を含む）について、「福祉事業活動」か「就労支援事業活動」のいずれに計上するかは指定基準で定める人員配置基準の職員であるかどうかで判断します。

　　自立支援給付費収入（報酬）において評価している職員の人件費は「福祉事業活動」に計上する必要があります。このことから、この場合の管理者（施設長）、サービス管理責任者、就労支援員、職業指導員、生活支援員、事務員は「福祉事業活動」で会計処理することとなります（なお、各障害福祉サービス事業別の按分は必要です）。

　　一方、指定基準で定める人員配置基準を超えて専ら就労支援事業に従事することとして雇用している従業者の人件費は「就労支援事業活動」の人件費として処理することとなり、就労支援事業製造原価明細表又は販売費及び一般管理費明細表の「就労支援事業指導員等給与」に計上します。このことから、この場合の生産活動指導員は「就労支援事業活動」で会計処理します。

　　ただし、「指定基準で定める人員配置基準を超えて就労支援事業に従事することとして雇用している従業者」であっても、自立支援給付費収入（報酬）において評価されている従業者にあっては、「福祉事業活動」で会計処理することになります。

　　（例１：就労継続支援Ｂ型サービス費（Ⅰ）を適用している場合（職業指導員・生活支援員の配置基準は7.5：１以上）において、人員配置基準（10：1）を超えて配置している職業指導員の人件費は、「福祉事業活動」で会計する）

　　（例２：就労継続支援Ｂ型において目標工賃達成指導員を配置し、目標工賃達成指導員配置加算の適用となる場合には、当該目標工賃達成指導員の人件費は、「福祉事業活動」で会計する）


　　設備などの固定資産は、どの資金によって取得したかによって「就労支援事業活動」と「福祉事業活動」のどちらに計上するかが違ってきます。どの事業で使用している資産かによって減価償却費を計上することになります。

　　その場合、国庫補助などの補助金も財源となっている資産については、「国庫補助金等特別積立金取崩額」で賄うべき額を控除して、割りかけ額を計算していただく必要があります。


　　社会福祉法人では、建物は法人の基本財産をなることから、「福祉事業活動」で計上することとなります。


　　受注活動費とは、発注を受ける等の注文を取るために行われる活動に要する経費を経理するための勘定科目です。

製造原価に参入するべき受注活動費とは、製造所で受けた特定の製造品の注文に係る経費や、特定の製造品の注文内容の確認等に要する経費など、特定の製造品に転嫁するべき経費が想定されます。一方、販売費に参入される受注活動費とは、それ以外の、いわゆる一般的な受注に係る経費となります。

　　


　　内部外注加工費とは、製造工程の中で外注加工に発注する際、自己の法人の外部の業者に発注するのではなく、同一法人内の他の会計に外注加工を発注した際の外注加工費をいいます。

　　具体的には、就労支援事業を複数実施している法人において、他の経理区分である他の事業所、他の事業区分である他の就労支援事業へ外注加工を依頼した場合に、これを単なる経費として処理するのではなく、法人内部といえども加工の発注・受注として経理することとなるものです。

　　これにより、より正確な発注・受注量及び業務量を把握することができ、正確な製造原価の管理等を行うことができるのです。


　　自立訓練事業の生産活動によって得られた収益は、「社会福祉法人会計処理基準」に基づき処理することとなります。この場合においては利用者に対して分配することは可能となっていますが、自立支援給付費収入によって賄うべき経費と生産活動の収入によって賄うべき経費を適切に区分して収入と経費を経理したものを作成し、これをもとに収益を分配する必要があります。


　　社会福祉法人の経理規程は、各法人の実情に応じて定めていることから、詳細な改正内容は各法人で整理いただくこととなりますが、経理規程は概ね「社会福祉法人モデル経理規程」（平成12年３月10日社会福祉法人全国社会福祉協議会作成）を参考に作成されているケースが殆どであることから、当該モデル経理規程の場合における改正部分のみ例示します。

　　なお、経理規程の改正方法については、現行の経理規程の条項の一部を改正して対応する事案（次ページのとおり）、就労支援事業（就労移行支援、就労継続支援Ａ型、就労継続支援Ｂ型）のみに特化して適用する経理規程を新たに設ける方法がありますので、各法人の実情を踏まえて御検討をお願いします。


	改正前
	改正後
	説明

	（会計処理の基準）

第３条　会計処理の基準は、法令及び定款並びに本規程に定めるもののほか、社会福祉法人会計基準によるものとする。


	（会計処理の基準）

第３条　会計処理の基準は、法令及び定款並びに本規程に定めるもののほか、社会福祉法人会計基準及び就労支援事業の会計処理の基準（以下、この規定において「就労支援事業会計処理基準」という。）によるものとする。
	「就労支援事業会計処理基準」を加えるものである。

　なお、当該基準の対象は、就労移行支援、就労継続支援Ａ型及び就労継続支援Ｂ型である。

	（会計年度及び計算書類）

第４条　当法人の会計年度は毎年４月１日から翌年３月31日までとなる。

２　毎会計年度終了後２か月以内に次の計算書類を作成しなければならない。

　（1）　資金収支計算書及びこれに附属する資金収支内訳表

　（2）　事業活動収支計算書及びこれに

附属する事業活動収支内訳表

　（3）　貸借対照表

　（4）　財産目録


	（会計年度及び計算書類）

第４条　当法人の会計年度は毎年４月１日から翌年３月31日までとなる。

２　毎会計年度終了後２か月以内に次の計算書類を作成しなければならない。

　（1）　資金収支計算書及びこれに附属する資金収支内訳表

　（2）　事業活動収支計算書及びこれに

附属する事業活動収支内訳表

　（3）　貸借対照表

　（4）　財産目録
３　毎会計年度終了後２か月以内に、就労支援事業別事業活動収支内訳表、就労支援事業製造原価明細表、販売費及び一般管理費明細表を作成しなければならない。
	「就労支援事業会計処理基準」において新たに作成が必要となる計算書類を規定するものである。

　なお、製品を製造せず、商品を仕入れて販売するのみの場合は、「就労支援事業製造原価明細表」の作成を省略できる。

　様式は、就労支援事業会計処理基準で定めているものを活用する。

	（会計単位及び経理区分）

第５条　当法人の会計単位は一般会計と特別会計とする。

２　一般会計は、法人本部及び定款に記載された社会福祉事業を一括した会計とする。

３　特別会計は、定款に定める公益事業、収益事業又は特段の定めにより特別会計とすることが求められている社会福祉事業について設定する。

４　事業活動の内容を明らかにするために、各会計においては経理区分を設け収支計算を行わなければならない。

５　前項までの規定に基づき、当法人において設定する会計単位及び経理区分は以下のとおりとする。（例示）

　(1)　一般会計

　ア　法人本部経理区分

　イ　知的障害者更生施設○○園経理区分

　ウ　地域活動支援センター○○経理区分
	（会計単位及び経理区分）

第５条　当法人の会計単位は一般会計と特別会計とする。

２　一般会計は、法人本部及び定款に記載された社会福祉事業を一括した会計とする。

３　特別会計は、定款に定める公益事業、収益事業、又は特段の定めにより特別会計とすることが求められている社会福祉事業について設定する。

４　事業活動の内容を明らかにするために、各会計においては経理区分を設け収支計算を行わなければならない。

　　なお、１つの経理区分において複数の社会福祉事業を実施する場合には、当該社会福祉事業毎に事業区分を設定するものとする。

５　前項までの規定に基づき、当法人において設定する会計基準及び経理区分は以下のとおりとする。（例示）

　(1)　一般会計
　ア　法人本部経理区分

　イ　知的障害者更生施設○○園経理区分

　ウ　地域活動支援センター○○経理区分
	・当該法人が就労支援事業のみ運営する場合には、法人の実施する就労支援事業全体を１つの会計単位として設定することになるが、就労支援事業以外の社会福祉事業、公益事業、収益事業を多角的に運営する法人の場合には、就労支援事業、公益事業、収益事業を特別会計として計上し、特別会計の対象でない社会福祉事業及び法人本部会計は一般会計とすることとなる。
・第３項に定める「特段の定めにより特別会計とすることが求められている社会福祉事業」には、「就労支援事業会計処理基準」を活用する事業を含む（「社会福祉法人会計基準の制定について」４　適用の範囲等(1)⑤）

・１つの指定障害福祉サービス事業所において、複数の障害サービスを行う多機能型事業所等は、事業毎に事業区分を設ける必要がある。

	改正前
	改正後
	説明

	　(2)　授産施設特別会計

　　　知的障害者通所授産施設○○経理区分

　(3)　公益事業

　　　小規模作業所希望カフェ経理区分

（以下、略）
	　(2)　就労支援事業特別会計

　　ア　多機能型事業所○○ワークセンター経理区分

　　イ　就労継続支援Ｂ型事業所希望カフェ経理区分

　　（以下、略）
	・旧法指定施設おいて授産施設会計基準に基づき特別会計としている場合には、就労支援事業

特別会計に変更する。

・小規模作業所等で社会福祉事業でない事業から新体系への移行に伴い就労支援事業を実施する場合には、就労支援事業特別会計に変更する。

	（勘定科目）

第９条　勘定科目は別表１のとおりとする。
	（勘定科目）

第９条　勘定科目は別表１のとおりとする。

　２　前項に関わらず、第５条第５項第２号に掲げる就労支援事業特別会計にあっては、別表２のとおりとする。
	・勘定科目は、「就労支援事業会計処理基準」において就労支援事業特有の勘定科目を設けていることから、採用する勘定科目により別に定める必要がある場合もあること

	（決算整理事項）

第50条　（第１項は改正の必要がないため省略）

２　決算を正確に行い、決算数値の根拠を明らかにしておくために、法人の管理資料として次の明細表を作成する。

　ア　借入金明細表

　イ　寄附金収入明細表

　ウ　補助金収入明細表

　エ　基本金明細表

　オ　国庫補助金等特別積立金明細表

　カ　固定資産増減明細表

　キ　固定資産集計表

　ク　引当金明細表
	（決算整理事項）

第50条　（第１項は改正の必要がないため省略）

２　決算を正確に行い、決算数値の根拠を明らかにしておくために、法人の管理資料として次の明細表を作成する。

　ア　借入金明細表

　イ　寄附金収入明細表

　ウ　補助金収入明細表

　エ　基本金明細表

　オ　国庫補助金等特別積立金明細表

　カ　固定資産増減明細表

　キ　固定資産集計表

　ク　引当金明細表

　ケ　その他の積立金明細表

　コ　その他の積立預金明細表
	　「その他の積立金明細表」及び「その他の積立預金明細表」は工賃変動積立金又は設備等整備積立金を設ける場合に必要となる。

　なお、上記積立金を設けない場合又は上記積立金を設けるものの、貸借対照表内訳表を作成する場合は必要ない。

　様式は、就労支援事業会計処理基準で定めているものを活用する。





　ＮＰＯ法人が就労支援事業を実施する場合にあっては、よるべき会計の基準の一つとしては、特定非営利法人の会計の手引き（内閣府国民生活局）が考えられます。

しかしながら、「障害者自立支援法に基づく指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準」（以下「指定障害福祉サービス基準」という。）において、指定事業所ごとに経理を区分するとともに、それぞれの指定障害福祉サービス事業の会計をその他の事業の会計と区分するべきことが定められています。

このため、「就労支援の事業の会計処理の基準」においても、就労支援事業を他の事業と区分して経理することを要請するとともに、資金収支計算書、事業活動収支計算書（損益計算書、正味財産増減計算書等を含む。）及び貸借対照表を作成し、適宜の勘定科目をもって会計処理を行うとともに、就労支援事業製造原価明細表、販売費及び一般管理費明細表についても作成することとし、採用している会計の基準に合わせてその一部を省略できることとしているところです。

したがって、具体的には、「指定障害福祉サービス基準」に基づく利用料（訓練等給付）に係る会計と「就労支援の事業の会計処理の基準」に基づく就労支援事業に係る会計を、他の事業と区分した一つのセグメントとして取り扱い、所要の計算書類等を作成することになります。

ここで、特定非営利法人の会計の手引きでは、ＮＰＯ法人は一般的に財政規模が小さいものが多いと考えて、収支計算書と貸借対照表が示されており、収益性又は採算性を算出する仕組みの計算書は示されておりませんが、適切な原価計算等を実施するためには事業活動計算書（仮称）等の作成が必要となります。そこで、ＮＰＯ法人が就労支援事業を実施する場合に作成する就労支援事業区分事業活動計算書（仮称）の具体的な様式例を示せば次のとおりです。

　【 様式例 】　　　　　　　　就労支援事業区分事業活動計算書（仮称）

自　平成　年　月　日　　至　平成　年　月　日

	
	合計
	就労支援事業等以外の事業
	生活介護

事業
	就労支援

事業

	事業活動収益
　　受取入会金

　　受取会費

　　事業収益

　　　訓練等給付費収益

　　　就労支援事業収益

　　　　　・

　　　　　・

　　受取補助金等

　　受取負担金
	
	
	
	

	　　　　事業活動収益計
	
	
	
	

	事業活動費用
　　事業費

　　　　給料手当

　　　　臨時雇用賃金

　　　　退職金

　　　　福利厚生費

　　　　旅費交通費

　　　　通信運搬費

　　　　消耗什器備品費

　　　　消耗品費

　　　　修繕費

　　　　印刷製本費

　　　　燃料費

　　　　光熱水料費

　　　　賃借料

　　　　保険料

　　　　諸謝金

　　　　租税公課

　　　　支払負担金

　　　　支払助成金

　　　　支払寄付金

　　　　委託費

　　　　就労支援事業費

　　　　雑費

　　管理費

　　　　役員報酬

　　　　給料手当

　　　　退職金

　　　　福利厚生費

　　　　会議費

　　　　旅費交通費

　　　　通信運搬費

　　　　消耗什器備品費

　　　　消耗品費

　　　　修繕費

　　　　印刷製本費

　　　　燃料費

　　　　光熱水料費

　　　　賃借料

　　　　保険料

　　　　諸謝金

租税公課

支払負担金

支払寄付金
支払利息

雑費

　　減価償却費

　　　　建物減価償却費

　　　　車両運搬具減価償却費

　　引当金繰入

　　　　退職給与引当金繰入額
　　　　　　事業活動費用計
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	　　事業活動増減額
事業活動外収益

　　受取寄付金

　　雑収入
　　　　事業活動外収益計
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	事業活動外支出

　　支払利息

　　雑費
	
	
	
	

	　　　　事業活動外費用計
	
	
	
	

	経常増減額
経常外収益

　　　　経常外収益計

経常外費用

　　固定資産売却損

　　車両運搬具売却損
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	経常外費用計
　　経常外増減額

当期活動増減額
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


上記の就労支援事業収益及び就労支援事業費用について、就労支援事業別事業活動内訳表（仮称）を作成することになります。

　【 様式例 】　　　　　　　　　就労支援事業別事業活動内訳表（仮称）

自平成　　年　　月　　日　至平成　　年　　月　　日

	
	合計
	Ａ事業所

	
	
	計
	就労移行

支援
	就労継続

支援Ａ型
	就労継続

支援Ｂ型

	
	
	
	○○

事業
	△△

事業
	○○

事業
	△△

事業
	○○

事業
	△△

事業

	Ⅰ　就労支援事業収益
　　　就労支援事業収益合計

Ⅱ　就労支援事業費

　１　就労支援事業販売原価

　　　期首製品(商品)たな卸高
　　　当期就労支援事業製造原価及び当期製品(商品)仕入高
　　　　　　合　　計

　　　期末製品(商品)たな卸高
　　　　　　差　　引

　２　販売費及び一般管理費

　　　　就労支援事業費合計

　　　　就労支援事業増減額
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	


さらに、当期就労支援事業製造原価、販売費及び一般管理費については、「就労支援の事業の会計処理の基準」でお示ししている就労支援事業製造原価明細表、販売費及び一般管理費明細表を作成することになります。

公益法人・一般法人が就労支援事業を実施する場合にあっても、よるべき会計の基準としては、公益法人会計基準と認識しています。

しかしながら、「障害者自立支援法に基づく指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準」（以下「指定障害福祉サービス基準」という。）において、指定事業所ごとに経理を区分するとともに、それぞれの指定障害福祉サービス事業の会計をその他の事業の会計と区分するべきことが定められているところです。

このため、「就労支援の事業の会計処理の基準」においても、就労支援事業を他の事業と区分して経理することを要請するとともに、資金収支計算書、事業活動収支計算書（損益計算書、正味財産増減計算書等を含む。）及び貸借対照表を作成し、適宜の勘定科目をもって会計処理を行うとともに、就労支援事業製造原価明細表、販売費及び一般管理費明細表についても作成することとしています。

したがって、具体的には、「指定障害福祉サービス基準」に基づく利用料（訓練等給付）に係る会計と「就労支援の事業の会計処理の基準」に基づく就労支援事業に係る会計を、他の事業と区分した一つのセグメントとして取り扱い、所要の計算書類等を作成することになります。

なお、公益法人が就労支援事業を実施する場合に作成する就労支援事業区分正味財産増減計算書の具体的な様式例を示せば次のとおりです。



　【 様式例 】

就労支援事業区分正味財産増減計算書

自　平成　年　月　日　　至　平成　年　月　日

	
	合計
	就労支援事業等以外の事業
	生活介護

事業
	就労支援

事業

	Ⅰ　一般正味財産増減の部

　１　経常増減の部

　　(1)　経常収益

①　基本財産運用益

　　　　・・・・・

②　受取入会金
　　　　・・・・・

③　受取会費
　　　　・・・・・

④　事業収益
　　　　・・・・・

　　　訓練等給付費収益
　　　　　　就労支援事業収益

　　　⑤　受取補助金等

　　　　　　　・・・・・
	
	
	
	

	　　　　経常収益計

　　(2)　経常費用
	
	
	
	

	　　　①　事業費
　　　　　　　・・・・・

　　　　　　就労支援事業費

　　　②　管理費
　　　　　　　・・・・・

　　　　経常費用計

　　　　　当期経常増減額

　２　経常外増減の部

　　(1)　経常外収益

　　　①　固定資産売却益

　　　　　　　・・・・・

　　　　経常外収益計

　　(2)　経常外費用

　　　①　固定資産売却損

　　　　　　　・・・・・・
　　　　経常外費用計

　　　　　当期経常外増減額

　　　　　当期一般正味財産増減額

　　　　　一般正味財産期首残高
　　　　　一般正味財産期末残高
Ⅱ　指定正味財産増減の部

　①　受取補助金等

　　　　　・・・・・

　　　当期指定正味財産増減額
　　　指定正味財産期首残高
　　　指定正味財産期末残高
Ⅲ　正味財産期末残高
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


上記の就労支援事業収益及び就労支援事業費について、就労支援事業別正味財産増減内訳表を作成することになります。

　【 様式例 】

就労支援事業別正味財産増減内訳表

自平成　　年　　月　　日　至平成　　年　　月　　日

	
	合計
	Ａ事業所

	
	
	計
	就労移行

支援
	就労継続

支援Ａ型
	就労継続

支援Ｂ型

	
	
	
	○○

事業
	△△

事業
	○○

事業
	△△

事業
	○○

事業
	△△

事業

	Ⅰ　就労支援事業収益

　　　就労支援事業収益合計

Ⅱ　就労支援事業費

　１　就労支援事業販売原価

　　　期首製品(商品)たな卸高
　　　当期就労支援事業製造原価及び当期製品(商品)仕入高
　　　　　　合　　計
　　　期末製品(商品)たな卸高
　　　　　　差　　引

　２　販売費及び一般管理費

　　　　就労支援事業費合計

　　　　就労支援事業増減額
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	


さらに、当期就労支援事業製造原価、販売費及び一般管理費については、「就労支援の事業の会計処理の基準」でお示ししている就労支援事業製造原価明細表、販売費及び一般管理費明細表を作成することになります。


























































































































































































































































































































































































































































質問３（就労支援事業会計処理基準への移行時期　その３）


　現在、身体障害者授産施設であるが、４月から生活介護に移行する。生活介護でも生産活動する場合、「就労支援事業会計処理基準」を適用することができるとされているが、「授産施設会計基準」のままでもいいのか。


































































































































































































































































































利用者工賃を含む
































①　就労支援事業販売原価


（例：ケーキの製造に必要な経費…原料費、製造利用者の工賃、外注費、光熱水費、各種経費）
















































































②　販売費及び一般管理費


（例：ケーキの販売に必要な経費…販売利用者の工賃、交通費、消耗品費）































































































































































































収　　入


（例：ケーキ売上）























支　　出

















≪販売価格≫


１個　？円





≪製造原価≫


１個　60円





利用者工賃を含む





（例）事業活動収支内訳表の例（イメージ）





各サービス及び分野別に収支を整理





製品製造に要する経費を整理（原価計算の実施）





販売等に要する経費を整理





説明は網掛箇所としています（授産施設会計基準との相違点も記載）





生産活動の事業収入・支出を計上する（各障害福祉サービス別）





自立支援給付費等の収入（利用者負担を含む）及びこれに伴う支出を計上する





生産活動の事業収入・支出を計上する（各障害福祉サービス別）





自立支援給付費等の収入（利用者負担を含む）及びこれに伴う支出を計上する





※勘定科目は、授産施設会計基準とほぼ同様です





※勘定科目は、授産施設会計基準とほぼ同様です





就労支援事業会計処理基準の最大の特徴（授産会計基準との相違点）





貸借対照表内訳表に掲載することで、積立金関係の内訳書の作成が省略できます











製造部門の支出科目。製造品の原価計算を正確に行う必要がある。





製造部門以外の販売やその他一般管理経費を計上する科目





事業活動収支内訳表に反映する





年度初めの材料費の財産価値額を計上（前年度の期末材料棚卸高と同額）





当該年度の材料仕入経費を計上





年度末の材料費の財産価値額を計上する





当期材料費は「期首材料棚卸高」と「当期材料仕入高」から「期末材料棚卸高」を控除した額となる





製造部門の利用者に係る工賃を算定。なお販売部門にも携わっている場合には、就業形態に応じて按分する。





製造部門の指導員経費を指す。なお、販売部門の指導員経費は販売費及び一般管理で計上する。





販売部門との共通経費は、適切な方法により按分する（例：就業割合、スペース等）





仕掛品とは作成途上の製品のこと。前年度の仕掛品の価値を計上する（前年度の期末仕掛品たな卸高と同数字）





当期就労支援事業製造原価とは、


　（当期就労支援事業製造総費用（「１　当期材料費」＋「２　当期労務費」＋「３　当期外注加工費」＋「４　当期経費」）＋期首仕掛品棚卸高）－期末仕掛品棚卸高を指す。





当期就労支援事業製造総費用とは、「１　当期材料費」＋「２　当期労務費」＋「３　当期外注加工費」＋「４　当期経費」を指す。





この数字が就労支援事業別事業活動収支内訳表の当期就労支援事業製造原価の数値となる。





年度初めの製品の財産価値額を計上（前年度の期末製品棚卸高と同額）





就労支援事業製造原価明細表で内訳を作成する。





販売費及び一般管理費明細表で内訳を作成する。





退職給与引当金は、製造部門に関わる指導員等に係る分を指すので注意





製造部門以外の利用者に係る工賃を算定。なお製造部門にも携わっている場合には、就業形態に応じて按分する。





販売部門の指導員等の人件費を指す。





製造部門との共通経費は、適切な方法により按分する（例：就業割合、スペース等）





退職給与引当金等は、販売部門に関わる指導員等に係る分を指すので注意





この数字が就労支援事業別事業活動収支内訳表の販売費及び一般管理費の数値となる。





就労支援事業会計処理基準





基本テキスト





本テキストは、主に下記基準を基に作成していますので、詳細を御確認願います。


・「就労支援の事業の会計処理の基準」（平成18年10月２日社援発第1002001号厚生労働省社会・援護局長通知）


・「『就労支援の事業の会計処理の基準』への移行に伴う引当金及び積立金の取扱いについて」（平成20年３月19日障障発第0319001号厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課長通知）


・「『就労支援の事業の会計処理の基準』の留意事項等の説明」（平成18年11月13日厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課事務連絡）


・「『就労支援の事業の会計処理の基準』に関するＱ＆Ａについて」（平成19年５月30日厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課事務連絡）
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質問17（公益法人・一般法人における就労支援事業会計処理基準の導入について）


　公益法人・一般法人が就労支援事業を実施する場合には、具体的にどのような会計処理が必要となるのか示してもらいたい。





質問16（特定非営利活動法人における就労支援事業会計処理基準の導入について）


　ＮＰＯ法人が就労支援事業を実施する場合には、具体的にどのような会計処理が必要となるのか示してもらいたい。





質問15（経理規程の改正）


　「就労支援事業会計処理基準」の導入に当たり、経理規程の改正が必要となるが、具体的な改正例を示していただきたい。





質問14（自立訓練事業における生産活動）


　自立訓練（生活訓練）で生産活動を行った場合の収益はどのように処理すべきか。





質問13（会計処理方法　その７）


　内部外注加工費とは何か。





質問12（会計処理方法　その６）


　受注活動費とは何か。





質問11（会計処理方法　その５）


　生産活動に伴う建物の減価償却費はどこで計上するのか。





質問10（会計処理方法　その４）


　生産活動における設備の減価償却費はどのように計上するのか。本法人ではクリーニング業を行っていますが、大型洗濯機・乾燥機などの固定資産は福祉活動に計上しています。按分計算が必要なのですか。











質問９（会計処理方法　その３）


　生活介護（生産活動なし）、就労移行支援、就労継続支援Ｂ型の多機能型事業所である。事業所では、管理者（施設長）、サービス管理責任者、就労支援員、職業指導員、生活支援員、生産活動指導員、事務員を配置している。職員の人件費（給与、手当、退職給与引当金繰入）、福利厚生費の計上方法のルールはないか。全て「福祉事業活動」で会計するのか。











質問８（会計処理方法　その２）


　本法人では、通所授産施設から、就労移行支援と就労継続支援Ｂ型に移行する。作業内容としては、ガラス工芸細工を中心とした工芸品の製造販売を行うこととしており、同一の作業内容を就労移行支援と就労継続支援Ｂ型で行う（就労移行支援の利用者はやや高度な作業、就労継続支援Ｂ型の利用者は軽微な作業を分担）。会計処理においては、各就労支援事業毎に処理するようになっているが、加工収入及び支出を按分処理によって行ってもよいか。





質問７（会計処理方法　その１）


　本法人では、クリーニング、農業（大根栽培）、ダイレクトメール折込の作業受託を行っています。各種作業及び製造・販売も同じ利用者が行っており、作業時間も明確に分けることは出来ません。「就労支援事業製造原価明細表」と「販売費及び一般管理費明細表」をどのように区分したらよいか不明です。実務において具体的にどのようにしたらよいか。





質問６（計算書類）


　新たな会計基準を適用することにより、計算書等の書類は何があるのか。任意のものも含めて教えていただきたい。


　また「貸借対照表内訳表」は、作成することができるという扱いであるが、作成しなくてもよいということか。





質問５（経理区分、事業区分等）


　現在、法人では多機能型事業所（①生産活動のない生活介護、②自立訓練、③就労移行支援、④就労継続支援Ｂ型）及び⑤地域活動支援センター（Ⅲ型）の運営を検討している。


　この場合の会計基準及び会計単位の設定方法を示して欲しい。また、本部会計はどこに設定すべきか。





質問４（就労支援事業会計処理基準への移行時期　その４）


　法人内で就労継続支援、就労移行支援、生活介護の３つの事業に移行した場合、「就労支援事業会計処理基準」・「社会福祉法人会計基準」のいずれが適用となるのか。
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質問２（就労支援事業会計処理基準への移行時期　その２）


　工賃支払を行っている生活介護事業と旧法指定施設（通所授産施設）は、就労支援事業会計に移行しなければならないのか。その際、経理区分を設けて処理するということでよいか。





質問１（就労支援事業会計処理基準への移行時期　その１）


　同一法人内の通所授産施設を平成22年度内に就労継続支援Ｂ型事業所に移行することとしているが、運営している他の通所授産施設は平成23年度以降の移行を検討している。この場合の「就労支援事業会計処理基準」の適用時期はどうなるのか。








